
第１１回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２０１３年３月２６日（火）１０：３０～１２：００ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館１階 １２３会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

         近藤委員長、鈴木委員長代理、秋庭委員 

        経済産業省 原子力政策課 

         杉本企画官、平山補佐 

        電気事業連合会 原子力部 

         小田部長 

        日本原燃株式会社 経営企画室 

         酒井室長 

        内閣府 

         板倉参事官 

 

４．議  題 

 （１）平成２５年度原子力関係予算ヒアリング（経済産業省） 

 （２）六ケ所再処理工場の現状及びプルトニウム利用について（日本原燃株式会社 経営企

画室長 酒井和夫氏、電気事業連合会 原子力部部長 小田英紀氏） 

 （３）近藤原子力委員会委員長の海外出張報告について 

 （４）その他 

  

５．配付資料 

 （ １ ）経済産業省関連の平成２５年度原子力関係経費の概要（経済産業省資料） 

 （２－１）六ケ所再処理工場等の現状について（日本原燃株式会社資料） 

 （２－１）六ケ所再処理工場で回収されるプルトニウムの利用について（電気事業連合会資

料） 

 （ ３ ）近藤原子力委員会委員長の海外出張報告 
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 （ ４ ）ご意見・ご質問コーナーに寄せられたご意見ご質問 

      （期間：平成２５年２月２８日～平成２５年３月１３日） 

 参考資料 

 （ １ ）六ケ所再処理工場の竣工時期の変更に伴う六ケ所再処理工場で回収されるプルト

ニウムの利用計画の見直しについて 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第１１回の定例会議、始めさせていただきます。 

  本日の議題は、１つが平成２５年度の原子力関係予算のヒアリングですが、きょうは経済

産業省の案です。２つ目が、六ケ所再処理工場の現状及びプルトニウム利用について、原燃

及び電事連からご説明をいただくこと。３つ目が私の海外出張報告。４つ、その他。よろし

ゅうございますか。 

  それでは、最初の議題からまいります。事務局、お願いいたします。 

（板倉参事官）最初の議題は、経済産業省の平成２５年度原子力関係予算のヒアリングです。

経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課、杉本企画官よりご説明をお願いいたします。 

（杉本企画官）それでは、お手元の資料に基づきまして、平成２５年度原子力関予算の概要を

ご説明させていただきます。こちらのほうにつきましては、概算要求のときに、９月のとき

にもご説明させていただきました。今回のご説明については、そこから変わった点を中心に、

手短に、簡潔にご説明させていただきたいと思います。 

  まず、９月以降、こちらの政府原案ということでの要求までに変わった点として、主に改

要求したものが４つあります。その項目だけ先にご紹介いたしますと、３ページ目の上から

３つ目の■のところに原子力発電施設公聴・広報事業というものがございます。こちらが１

つ目。そして、そのページの一番下にあります高速炉等技術開発委託費、こちらが２つ目。

そして、その次の４ページ目ですけれども、真ん中辺のところ、４ポツの直前ですが、原子

力海外建設人材育成委託費と、あと、最後の５ページ目ですが、上から２つ目の■ですが、

国際原子力機関拠出金。この４つについて、改要求ということをさせていただいております。 

  そのほかの項目につきましては、昨年９月の概算要求の額から増減はありますけれども、

基本的に９月にご説明した内容から変わってございません。 

  それでは、資料に基づいて説明させていただきます。 

  まず、１ポツの福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた中長期的取組ということで、見
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積もり基本方針の（２）というところに基づきまして、これに基づいて行っている施策とし

まして、最初のところにございますが、福島第一原子力発電所の事故処理・廃炉に係る研究

開発、こちら、委託費が４５億円、そして補助金４１．８億円、その合計が一番上の１ポツ

のところに８６．８億円とありますが、その合計ということになってございます。こちらに

つきましては、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組を円滑に進めるために、

原子炉内の作業、あるいは建屋の作業、そういったことをいろいろ行うに当たって、遠隔操

作機器や装置の技術開発や、あるいは、今どうなっているかよくわからない原子炉内の状況

を把握する、またはシミュレーション等も利用して解析する手法の確立、こうしたもののう

ち国として取り組むべき技術開発を実施しているというものでございます。 

  それでは、２枚目へ行っていただきまして、見積もり基本方針の（３）新しい原子力発電

の位置づけに対応するための取組と、これに基づきまして行わせていただく施策ということ

で、まず、最初の○、真ん中ちょっと下のところの○ですが、軽水炉安全対策高度化等の技

術開発ということで、こちらも、上の委託費３２億円、そして下の補助金２２億円というも

ので、こちらで、東京電力福島第一原子力発電所の事故で得られた教訓、こういったものを

踏まえまして、既設炉の安全対策の高度化に資する開発課題につきまして技術支援をすると

いったものでございます。 

  そして、その下でございますが、高レベル放射性廃棄物地層処分の技術開発。こちらにつ

きましては、高レベル放射性廃棄物の地層処分の技術の開発とあわせまして、新たに使用済

燃料の直接処分というものを可能とするための技術の開発というものを行っていくものでご

ざいます。 

  それでは、その次の３ページへ行っていただきまして、一番上ですけれども、高レベル放

射性廃棄物の処分に向けた取組としまして、高レベル放射性廃棄物等処分事業につきまして、

福島第一原子力発電所事故の状況を踏まえて、国民全般に対して、国が前面に立って、全国

各地でいろいろシンポジウムやセミナー、あるいは説明会等の広聴・広報事業というものを

実施しているというものでございます。 

  そして、１つ飛ばしまして、先ほどご紹介しました改要求をしている１つですが、原子力

発電施設公聴・広報等事業ということで、こちら、５．７億円というもので、今、福島第一

原子力発電所事故における事故を踏まえて、立地地域の不安を解消して信頼を回復するため

の、いろいろ情報提供等の取組、こういったものを実施しているものでございますが、昨年

９月からの追加事項として、その後にある３行ほどを追加させていただいております。こち



－3－ 

らについては、原子力発電所の停止に伴って、各立地地域、その停止が長期化することによ

る経済への悪影響というものが懸念されておりますけれども、そういったものを踏まえて、

地域のニーズを踏まえて、立地地域への集客等を通じて、販売促進を図るようなイベントの

開会、こういったことをすることで雇用や経済の活性化を図る広報活動への取組ということ

です。名称としては原子力発電施設立地地域経済支援広報事業ということで、２５年度から、

こちらのほうについても加えて行っていきたいと思ってございます。 

  そして、その下、見積もり基本方針の（４）将来に向けた研究開発・人材確保への対応と

いうことで、これに対応する取組としまして、一番下にありますが、高速炉等技術開発委託

費ということでございます。こちらについては、新規となっておりますけれども、もともと

福島第一原子力発電所の事故後、この高速炉の開発等については、安全の設計というところ

に特化した取組ということを進めてまいりました。それで、その名称は発電用新型炉等技術

開発委託費ということで行っていたものですけれども、こちらについて、今後、シビアアク

シデント対策とか、そういったものも含めて今後取り組んでいくということです。高速炉に

つきましては、廃棄物の減容とか有害度の低減というものが可能であるということから、第

４世代原子力国際フォーラムという国際的な枠組みで、これまで安全設計基準の策定という

取組を行ってきたものでございますけれども、これを引き続き行うと。それで、その内容に

合わせるということで、名前を高速炉等技術開発委託費ということで、今回変えているもの

でございます。 

  それでは、４ページ、そのまま続けて３つほど、再掲のものもありますので、３つほど飛

ばしまして、４ポツの直前ですが、先ほど改要求した３つ目でご紹介しました原子力海外建

設人材育成委託費というものでございます。こちらにつきましては、外国政府からの要請等

に基づきまして、当該国の原子力発電所の建設計画というもので、我が国の企業が耐震性な

どを含む炉型の評価あるいはサイトの評価ということを実施することで、我が国の人材の技

術、蓄積、維持・強化というものを図ることができるということです。また、それはあわせ

て国際的な原子力安全の向上にも貢献するというところで、こういった事業を新規で行わせ

ていただくということで、追加させていただいております。 

  そして、４ページ目以降、見積もり基本方針の（５）国際社会における責任ある行動の推

進ということで、これに対応するものとして、５ページ目ですけれども、４つほどあります

が、そのうち上から２つ目、こちらのほうが国際原子力機関拠出金ということで、原子力安

全に関する福島閣僚会合というものが、昨年１２月に、福島においてＩＡＩＥと日本国政府
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共催で開かれたところでございます。その場では当時の玄葉外務大臣のほうからも、今後、

ＩＡＥＡの活動を通じてもいろいろ、国際アドバイザリーボード、アドバイザリーチームな

りをいろいろつくって、我が国の福島第一原子力発電所の事故の教訓と、あるいは知見とい

うものを国際的にも発信して共有していただくことで、いろいろと貢献していきたいという

ことも発言していただいております。そういったことも踏まえまして、今後、ＩＡＥＡの活

動を通じて積極的に国際社会に貢献するための取組というものを行うために、９，０００万

円というこれまでの予算を拡充しまして、１．２億円というところで改要求させていただき、

こちらのほうを取り組ませていただくということを考えてございます。 

  あと、２４年度補正でいただきました事業について、ご参考までにご紹介したいと思いま

す。ポンチ絵１枚紙がございますが、放射性物質研究拠点施設等整備事業ということで、平

成２４年度補正予算で８５０億円を確保させていただいております。こちらにつきましては、

２つの施設というものをつくるため費用ということで、一つは放射性物質分析研究センター、

そしてもう一つは遠隔操作ロボット実証試験施設ということで、こちらのほうで放射性物質

の分析や災害対応用のロボット、こういったものに関する産学官の共同研究を実施して、技

術基盤を確立するための拠点にしていきたいということで、こちら、日本原子力研究開発機

構に８５０億円を出資して、ＪＡＥＡにおいてこれらを整備し、それを福島第一原子力発電

所の廃炉の研究にもこれが活用できるということで、こちらのほうを大いに活用しながら、

廃炉の加速化ということについても取り組ませていただきたいと思ってございます。こちら

の出資につきましては、今年度中、もう今週中になりますが、今週中に出資を完了すべく、

今作業をしているところでございます。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  それでは、ご質問等をよろしくお願いいたします。鈴木代理。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。 

  今回、新しくつけ加わった４つについて、ちょっとお伺いしたいんですが、最初の３ペー

ジの原子力発電施設公聴・広報等事業という中身ですけれども、実際は、現在発電所が動い

ていないという立地地域への支援ということですね。支援というのは、これもはやり交付金

みたいに自治体にお金が行くんですか。それとも、そこで働いている方々、企業の方々に直

接お金が行くとか。これはどこに。 

（杉本企画官）こちらは、国が、こういったイベントや、あるいは普及・啓発活動をする民間
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団体等を募集しまして、そちらに委託して、いろいろな事業を行うということでございます。 

（鈴木委員長代理）わかりました。 

  それから、４ページの原子力海外建設人材育成委託費、これは委託費になっているんです

が、５ページにある新規導入国等への支援というのがありますよね。これは今までつくられ

てきた基金で、補助金ですよね。これとの関係はどうなっているんですか。これとは別に、

新たに政府、外国からの政府要請に基づき、これも向こうの政府にお金が行くのか、このコ

ンサルタントか何かにお金を支援するのか。ここはどういうことですか。 

（杉本企画官）こちらも、国は、この事業を行う民間団体等を選定しまして、そこに対して委

託を行うというものでございます。 

（鈴木委員長代理）民間団体がこういう海外の建設人材育成の企画をするということですね。 

（杉本企画官）そうです。海外で、我が国の原子力人材が参画するような原発計画というもの

がありましたら、外国政府からの要請に基づいて、その炉型評価とか、あるいはサイト評価

というものを実施することを、民間団体等に委託するというものでございます。 

（鈴木委員長代理）これまでの基金というのは、そういうことには使えないということですね、

５ページの発電導入基盤整備事業補助金というのは。 

（平山補佐）ご説明させていただきます。 

  ５ページに記載してございます原子力発電導入基盤整備事業補助金は、例えば原子力発電

所を新規導入しようとする国に対して、安全規制体制を整備することですとか、あるいは核

不拡散の体制を整備すること、そういった観点から事業を実施するものでございます。先ほ

ど人材育成のところでご紹介させていただいた新規の原子力海外建設人材育成委託費が目的

とする、外国での炉型評価等の事業を通じた人材育成とは目的がやや異なってくるものでご

ざいます。 

（鈴木委員長代理）これ、今までのやつはイメージが私もわかるんですが、新しいやつという

のは金額も大きいので、プロジェクトベースになっているということですか、基本的には。 

（近藤委員長）基本的には要請ベース。 

（鈴木委員長代理）要請ベース、向こうから要請された場合に。 

（平山補佐）相手国政府からの要請を踏まえて、ということになります。 

（鈴木委員長代理）ちょっと金額が大きいのでね。どういう中身なのかが、ここはちょっと、

実際にプロジェクトが見えてくればわかると思うんですけれども、よくわからなかった。 

  あとは、確認ですけれども、前回、文科省に来ていただいたときに、使用済燃料の直接処
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分の研究開発については経産省と相談してやるとおっしゃっていまして、ここは確実に直接

処分を可能とするための技術開発ということをやっていただきたいと、それだけお願いしま

す。 

（杉本企画官）はい、了解しました。 

（鈴木委員長代理）以上です。 

（近藤委員長）秋庭委員。 

（秋庭委員）ご説明ありがとうございました。 

  私からお尋ねしたいことは、今鈴木代理からご質問がありましたが、３ページの原子力発

電施設公聴・広報等事業のところです。ご説明を伺いますと、立地地域へ販売促進などで直

接雇用や経済の活性化を図るような活動ということで、多分、観光であるとか、いろんな点

にわたって人が集まるような工夫をなさると思うのですが、もちろんそういうことも大変重

要だと思いますけれども、２行目にありますように、風評被害対策や放射線についての情報

提供、やはり、これが根幹にないと、一時的に人を集めても、またそれが終われば来ないと

いうことになってしまいます。ぜひ引き続きこちらの、風評被害対策や放射線についての情

報提供にお力をぜひ入れていただきたいと思って、これはお願いです。 

（杉本企画官）はい、了解しました。 

（秋庭委員）それから、次のページの海外建設人材のところですけれども、もちろんこれは大

変重要なことです。その１つ上にありますように、原子力人材育成委託費と桁が違っている

ので、今、何と言っても国内において安全をしっかり確保するための人材をいかに確保して

いくかということが大きな課題となっていますので、こちらにもぜひ力を入れつつ、もちろ

ん海外のことも重要ですが、その点も、力の入れどころというのもぜひ考えていただきたい

と思っています。 

  最後に、最後の補正のところですけれども、放射性物質研究拠点施設ですが、これはもう

既に今年度決定するということですけれども、一大国際研究拠点ということで、これはもう

どこかに具体的に、その拠点を福島県のどこかに置くとか、具体的なことが決まっているん

でしょうか。復興につなげるためにも、県の意向や、あるいは何よりも地元の意向を反映し

たものになるということを願っております。例えば、この施設のための運営委員会みたいな

中に地域の方にも入っていただき、そして、どのように研究施設が運営されるのか、どんな

ことをやっているのかということを地域の方にもよくわかっていただくようになるといいな

と思っています。運営委員会はもう既につくられているかと思いますが、少し具体的にお聞
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かせいただければと思います。 

  よろしくお願いします。 

（杉本企画官）この２つの施設につきましては、まず、放射性物質研究センターにつきまして

は、これは実際に福島第一原子力発電所サイトから出てくる高レベルに汚染されたがれきと

か、そういった通常の発電所では出てこないようなもの、こういったものの分析ももちろん

しますし、今後、将来的に燃料デブリというものを取り出していくために、そのサンプリン

グをしたときの分析だとか、あるいは実際に取り出した後のものの処理・処分、そういった

こともいろいろやっていくもので、非常に遮蔽性の高い、がっちりしたものをつくっていく

必要があります。こちらは、平成２９年度中、２９年度末ぐらいの運用開始を目標にしてや

っていくということでございます。 

  そして、下の遠隔操作ロボット実証のほうにつきましては、こちらはいろいろと、福島第

一原子力発電所の廃炉を行うためには、その中を遠隔操作ロボットでいろいろ見たりしない

といけませんけれども、それを実際に福島第一原子力発電所の現場で実証するわけにはいか

ないので、コールドな施設ですけれども、こちらの放射性物質を扱わない施設でいろいろな

機器を開発し、あるいは、実際に操作する人のトレーニングをやらせていただく。こちらは

平成２６年度末までの運用開始を目標にして今やっているところで、下のほうは、非常に足

回りが早いというものでございます。こちらについては、今、３月７日に東京電力福島第一

原子力発電所廃炉対策推進会議という、これは経済産業大臣が議長を行い、東京電力はもち

ろんのこと、ＪＡＥＡ、そして研究開発に関係する日立、東芝、あるいは文科省も参加する

会議体ですけれども、こちらのほうで、この遠隔操作センターの立地に向けた取組を促進す

べく、３月７日にも審議が行われ、これの立地選定に向けて、今、ＪＡＥＡに指示が出てい

るところでございます。平成２６年度中の運用開始に向けて、早急にそういった手続等をや

っていきたいと思ってございます。 

（秋庭委員）そうしますと、それは必ずしも福島県内につくられるわけじゃなくて、ＪＡＥＡ

の拠点となっています、例えば茨城県につくられるということでしょうか。 

（杉本企画官）失礼しました。この２つとも、こちらは基本的に福島県内に、あるいは、もち

ろん福島第一原子力発電所のサイトからはなるべく近いほうがいいだろうということもござ

いますので、基本的にはそちらのほうの福島県内というようなところが想定されております。 

（秋庭委員）ですから、その場合は、地元の方たちもその運営がわかるように、透明性を高く

していただくということをぜひ考えていただければと思いますので、よろしくお願いします。 
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（杉本企画官）承知しました。 

（近藤委員長）その最後の点は、既に何回かお話し申し上げているし、もともと復興基本計画

か、あれに言及されていたものですよね。ですから、それがようやくここまできたというこ

とだと思います。しっかりやっていただければと思いますが。 

  これに関してついでに申し上げますと、こういう大きな装置をつくると維持が大変ですよ

ね。だから、初年度の投資も大きいんだけれども、後年度負担というか、維持をどうするか

ということ。この事業自体は引き続きというか長期にわたってニーズがあるものだから、当

然のことながらそれに対して適切なレベルの投資がなされるべしということになるんだろう

と思いますけれども。そこのところの見きわめも、全体の資金需要というか、福島のオンサ

イトとオフサイトの復興事業における適切なレベルというのが、どうやって適切というのを

判断するかは大変難しい問題ですけれども、しかし、いずれにしても国民の皆さんの大事な

お金を使うわけですから、適切というコンセプトは常に第一原理としてお考えいただくこと

が必要なわけで、そうしたことに対する配慮もあわせて検査のプランニングの中でお考えい

ただくことはとても重要だと思います。 

  それから、私からは１つだけ申し上げたいのは、一つは、最初の項目にあります軽水炉の

安全対策高度化等の技術開発という項目ですが、大事なことだと思うんですけれども、何を

やるかが一番重要だと思うんですけれども。やや忙しく物を決めるというのが我が国のこれ

までのよくあるパターンでして、しかし、それは適切性についてはやっぱり後で評価されて

も、実は後で評価するんですけれども、遅いんですよね。ですから、やっぱり事前のプラン

ニングってとても重要だと思います。 

  最近ヨーロッパで、ご承知だと思いますけれども、サステイナブル・ニュークリア・エナ

ジー・テクノロジー・プラットフォーム、ＳＮＥＴＰですね、そこで１月に福島の教訓を踏

まえた今後の研究開発のあり方のテーマということについてのレポートが出ています。これ

は私がぱっと見たところ、大変よくできていると思います。ここで１３テーマを挙げている

わけですけれども。我が国でもこれに関連しては既に関係者が勉強されているという理解は

していますが、なるべくこういう国際的な取組についての情報も集めて、でき得れば、オリ

ジナリティーのある我が国独自のテーマをやることもとても大事ですけれども、似たような

ことをやるならば、国際社会と協働してやるということのほうがコスト面で効果的でありま

すから、そういう意味の競争と協調ということに関して十分配慮して、この予算を最も効果

的かつ効率的に使うということをお考えいただくということがとても重要だと思いますので。
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きょうは予算の項目の議論ですが、この実際の運用についてもそういうことをちょっと申し

上げたいと思います。 

  それから、先ほどの鈴木委員が取り上げられました国際社会に対する人材育成にかかわる

協力のあり方ですが、これはご承知の関係者、官民連合して人材育成ネットワークというの

を整備していただいて、ここで産官学が協働してそれぞれの役割分担をお考えになっている

と。昨日その運営委員会がありましたので、私もちょっと顔を出してきたんですけれども。

官民学のそれぞれの役割があるわけで、そこのところの整理が必要なのかと、今整理されて

いるんですけれどもね。 

  一般的に申し上げれば、学というのは一般的な意味での教育ですな。あと、いわゆる人材

育成という役割で、これは、今の大学の人材育成の一つの主眼点は、国際社会に通用する人

材の育成ということだと思っています。ですから、原子力教育におきましても人材のマーケ

ットは国際社会であるということで、外国人を学生として受け入れると同時に、教育の内容

も国際社会に適応するような教育にしていただくという、そういう学の教育の国際化という

観点で、国としてそういう大学の取組をきちんと応援していただくということが大切かと思

うわけです。 

  もう一つ大きな役割として、一種の継続教育ですよね。その職業人も含めて、現実の働い

ている方をよりレベルアップするとかスキルアップするとか、それから、ローカルな仕事を

している人が国際社会でも通用するような仕事に、レベルをスキルアップすると。これはこ

の席でも何回か尾本先生等から欧州の例が紹介されて、パスポートの、要するに欧州の場合

は国境を超えて人材の流動性が保証されているところを、広いく活躍できるような環境を用

意してあげると。日本でも今後、ＴＰＰの問題が議論されていますが、そういう意味の人材

の国際的な流動性ということもまた重要な課題になってくると思いますので、そういう観点

で特に原子力については国際性が高いということを考えると、そうした意味の継続教育をど

うするかというのを、これは官がやるのか民がやるのかという。微妙なところではあるんで

すけれども、これはある種協働してやるべき仕事とも思うわけですね。 

  恐らく、今お考えの人材というのは、今は海外の人材を教育するということですけれども、

これも官がやるのか民がやるのかってなかなか難しい、微妙な境目があると思いますけれど

も、それを今言った学の国際化の流れの中に押し込むのか、そういう継続教育という観点で

の国内人材の国際化という枠に乗せて海外の人材も教育するということで、一種のウイン・

ウインの関係をつくっていくのか、はたまた、全くインディペンデントに特定国の特定の人
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材について人材育成をサービスするという。そういう整理・仕分けがあると思うので、その

中で産と官と学の役割がそれぞれにある種理論的体系立てた仕事としていかないと、原理原

則はやっぱり明らかにしておかないと、なかなか国民の皆様にその正当性を説明しがたいこ

とになるのかと思いますので、そこのところはぜひきちんとした議論をして取り組んでいた

だければと思います。それを整理するのも私どもの仕事だとは思いつつ、人材の育成に関す

る提案、見解が皆つくったつもりです。そういうことについてもいろいろ哲学は書き込んだ

つもりですけれども、ぜひ参考にされて取り組んでいただけたらと思います。 

  はいどうぞ。 

（平山補佐）済みません。人材育成のところを若干補足させていただきますと、原子力海外建

設人材委託費のほうは、こちら外国政府等からの要請に基づいて当該国で事業を実施すると

いうものでございますけれども、こちらの事業を新たに設けさせていただきました趣旨とい

たしましては、これまで国内における原子力発電所の建設ですとか、そういったプロセスを

通じて、まさにそういった生きた仕事を通じて人材の教育あるいは高度化というものが進め

られてきました分野について、なかなか現在の状況で国内でそういった形の人材育成と、仕

事を通じた人材育成というものが期待できないという状況において、どのような形でそうい

った安全に役立つ、安全に貢献する人材を確保していくかというところから議論がスタート

したものでございまして、２行目の後ろのあたりから記載しておりますが、基本的にはこち

らの事業、海外でのそういった炉型評価あるいはサイト評価を通じまして、我が国の人材や

技術の生きた評価というものを図っていくというものでございます。 

（近藤委員長）よくわかりますけれども、それをどう正当化というか、要するに正当性のある、

公正性のある観点から適切な取組にするかということが問題だと思います。しかも、バイラ

テラルなものとマルチラテラルなものと、国際社会においてのバイとマルチの問題ってなか

なか微妙な問題があるわけです。もちろん、これは国際競争条理というもう一つの側面があ

りますから、そこは国益という観点から取り組まざるを得ないものもあるわけで、そういう

さまざまな観点から説明性のある取組にしていただくということが大事だということを申し

上げたかったわけです。 

  ちょっと余計な、レクチャーを始めてはいけないからこれだけにしておきますけれども、

よろしければ、ご説明を伺ったことにいたしまして。これで大体終わりですかね。 

  私どもとしての見解紙を、これも用意することになるのかと思います。 

  ご説明ありがとうございました。 
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  それじゃ、次の議題。 

（板倉参事官）次の議題は、六ヶ所再処理工場の現状及びプルトニウム利用についてです。 

  まず、六ヶ所再処理工場の現状につきまして、日本原燃株式会社、酒井経営企画室長より

ご説明いただき、続いてプルトニウム利用について、電気事業連合会、小田原子力部部長よ

りご説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

（酒井室長）日本原燃の酒井でございます。「六ヶ所再処理工場等の現状について」の資料に

基づいてご説明をいたします。 

  まず１ページをおあけください。主要経緯が書いてございます。再処理工場の主要経緯と

いうことで、２００６年の３月からアクティブ試験を開始し、現在第５ステップを実施中と

いう位置づけでございます。主要な工程の試験はほぼ予定どおり完了しておりますが、高レ

ベル放射性廃液のガラス固化工程において、溶融炉内の白金族元素の堆積あるいは流下ノズ

ルの閉塞といった流下性低下が認められまして、試験を一旦中断いたしております。その後、

流下性低下事象を機に、日本原燃といたしましては、日本原子力研究開発機構、それから学

識経験者等から成るオールジャパンの検討体制を整備いたしまして、検討を進めてきており

ます。確証改良溶融炉での試験等を通じまして流下性低下の原因究明を行って、運転方法の

改善、それから設備の改造の実施をした結果に基づきまして、事前確認試験、それからガラ

ス固化試験を実施いたしました。改善策については１ページに書いてあるとおりでございま

す。 

  その次のページ、２ページへまいりまして、アクティブ試験の工程でございます。２０１

２年１０月４日に原子力規制委員会に再処理施設の工事計画に係る変更の届け出を行いまし

て、竣工時期を２０１２年１０月から２０１３年１０月に変更いたしております。本工程に

基づいて試験を実施しまして、現状のところ以下のとおりになっておりまして、事前確認試

験、それからＢ系のガラス固化試験につきましては、ここに書いてある年月で終了をしてお

ります。結果につきましては後ほどご説明をいたします。今後は、Ａ系列のガラス固化試験

の後、国の使用前検査を受けたいと考えております。 

  ３ページへまいりまして、事前確認試験の結果でございますが、まず、この試験はＫＭＯ

Ｃと実機の違いを把握して、実機における安定運転のための運転条件を確認するというもの

でございます。Ａ系列、それからＢ系列、完了をいたしておりまして、試験結果につきまし

ては、３ページの記載のとおり、実機において、「ガラス温度の上昇等による白金族元素の

急激なガラス溶融炉底部への沈降・堆積を抑える」という、安定運転に係る運転条件の確認
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ができたと考えております。 

  ４ページへまいります。続きまして、Ｂ系列ガラス固化試験の結果でございますが、これ

は使用前検査の前提として安定運転が実施できることを確認すること、それから、ガラス溶

融炉の性能確認のため、ガラス固化試験を実施するものでございます。試験結果につきまし

ては、まず安定運転確認につきましては、白金族堆積指標やほかの流下性の指標が洗浄運転

に移行する判断基準に達することなく、目標とした運転が実施できることを確認いたしまし

た。それから、ガラス温度、気相温度及び炉底温度が管理目標範囲内で安定して推移してい

ることを確認いたしました。それから、性能確認でございますが、ガラス溶融炉の最大処理

能力、廃液供給量の７０Ｌ／ｈでございますが、これで運転できることを確認いたしました。 

  その次のページへまいりまして、今後の工程でございます。現在、炉底部や側壁の残留物

を取り除くためのはつり作業を完了いたしております。現在のところ、安全蒸気ボイラなど

の工程の点検を実施中でございまして、今後の工程でございますが、４月中旬に溶融炉の熱

上げを行って、５月上旬にＡ系列の試験開始をしたいと考えております。それから、国の使

用前検査につきましては、２０１３年８月を目途に受検をしたいと思っております。それか

ら、受検完了後、アクティブ試験報告書を提出し、２０１３年１０月の竣工、その後は地元

自治体との安全協定を締結した後、操業したいと考えております。 

  その次のページへまいりまして、再処理施設の使用計画でございます。これは２０１３年

１月３１日に原子力規制委員会へ使用計画を届け出ておりまして、その概要はここの表のと

おりでございまして、２０１３年度下期に使用済燃料８０ｔの再処理を計画ということでご

ざいます。プルトニウムの回収量につきましては、これまで再処理工場で回収された核分裂

性プルトニウムの量は約２．３ｔでございまして、各年度に今後見込まれるものは、２０１

３年度は０．４ｔ、２０１４年度１．８ｔ等となっております。６ページに記載のとおりで

ございます。 

  それから、７ページでございます。ＭＯＸ燃料工場の建設状況でございます。２０１０年

５月に核燃料物質加工事業許可を取得して、建設工事に着手をしてまいりました。震災で１

年間中断をいたしましたが、２０１２年４月に工事を再開、それから岩盤に係る使用前検査

を完了し、現在のところは冬でございますので冬季の工事休止期間ということで、４月から

工事を再開したいと考えております。操業開始後、再処理工場で回収されたＭＯＸ粉末を利

用しましてＭＯＸ燃料を製造する予定でございます。 

  ８ページでございます。プルトニウムの管理の状況でございます。回収されたプルトニウ
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ムは、ＭＯＸ粉末の形態で貯蔵することといたしております。利用目的のないプルトニウム

を持たないという原則を踏まえつつ、再処理工場の円滑な運転を維持しながら、ＭＯＸ燃料

工場へ安定供給するため、ＭＯＸ粉末の貯蔵容量を６０ｔとしております。これは核分裂性

プルトニウムの量にいたしますと、おおむね２０ｔ程度と考えております。ＭＯＸ粉末の貯

蔵施設を含む再処理工場は、日米原子力協定に基づく米国政府の包括同意を得ております。

米国政府も再処理工場に適用されるＩＡＥＡ保障措置の有効性を確認していると考えており

ます。 

  保障措置でございますが、ＩＡＥＡと合意した最先端の保障措置システムを導入し、核物

質を厳格に管理いたしております。ＩＡＥＡは、設計段階で図面確認、それから建設段階で

の図面確認、現場照合ということで管理をされております。それから、使用済燃料のプール

からＭＯＸ粉末の貯蔵施設に至る核物質を取り扱う主要工程に沿って、工程監視システム及

び非立会自動検認システムの設置により、工程内の核物質の動き及び在庫量の検認を自動的

に実施するシステムになっております。工場内の分析建屋にオンサイトラボを設置して、み

ずから分析をされるということもやっております。ＩＡＥＡ及び国の査察官も連続査察をさ

れておるという状況でございます。 

  それから、９ページへまいりまして、再処理工場の安全性向上の取組でございます。安全

性向上に向けた取組としては、以下のとおりということで、東日本大震災前においては、２

００７年に起こりました中越沖地震などの教訓を踏まえた対応を実施いたしております。そ

れから、東日本大震災後につきましては、緊急安全対策として国からの指示文書に基づく対

応を実施、それから、指示文書に基づく対応以外においても自主的な対応を継続的に実施中

でございます。さらには、新しい安全基準等の対応につきまして、現在のところ軽水炉の骨

子案などの検討状況を注視しつつ、自主的に検討を進めているところでございます。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）ここまでで。あるいは、あわせてここまで質問しましょうか。続けてじゃなく

て、ここまでで。 

（板倉参事官）電機事業連合会から。 

（近藤委員長）ここまででご質問があればどうぞ。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。 

  ガラス固化のほうは順調に行っているような感じで、ありがたく思っております。確実に

このガラス固化技術を完成させていただきたいというのが第一のお願いです。 
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  もう一つは、最後のところですが、安全性向上の取組、実は電事連には一度来ていただい

て、新しく日本版ＩＮＰＯと言われるＪＡＮＳＩの話があったんですが、燃料サイクルも一

応含まれるということで、この再処理工場のほうで、福島を踏まえて今後新たに取り組まれ

る安全向上策というのは、どこでどう検討されていて、ＪＡＮＳＩでもやられて日本原燃で

もやられていると思うんですが、この辺はもし今計画されているものがわかればちょっと教

えていただきたい。 

（酒井室長）当社もＪＡＮＳＩの特別会員でございますので、当然ＪＡＮＳＩのプログラムを

日本原燃の中で活かすということになります。ＪＡＮＳＩのほうは今どちらかといいますと

原子炉のほうに力点を置いた対応をされておりますけれども、私どものほうでもやはりピア

レビューを初めとするいろんなレビュー活動にＪＡＮＳＩのメンバーとして協力し、なおか

つＪＡＮＳＩのピアレビューを受けるということがまず１点でございます。 

  それから、ＪＡＮＳＩの中のいろんな基準類が今後検討されていくということになります。

その中で、日本原燃の施設は発電施設ではございませんけれども、酌み取るものはたくさん

ございますので、そういうものをどんどん酌み取って、日本原燃の保安活動に反映をしてい

きたいと思っております。 

（鈴木委員長代理）具体的に委員会つくられてとか、そういうことはまだないということです

か。 

（酒井室長）まだそういうことはございません。 

（鈴木委員長代理）わかりました。 

（近藤委員長）秋庭委員、何かありますか。 

（秋庭委員）ご説明ありがとうございました。再処理工場の竣工がずっと延びていたので、本

当に竣工を願っています。 

  それで、私から伺いたいことは、安全の取組の一つでもありますが、活断層のことも現在

いろいろなところで言われておりますが、そのことについてはどのように取り組まれる予定

なのかお伺いしたいということが１点です。 

  それからもう一つは、６ページの再処理施設の使用計画のところですが、六ヶ所再処理工

場では年間８００ｔの再処理ということをいつも伺っておりますが、最初はそんなにいきな

り８００ｔにはならないとは思っていました。資料では１３年度は８０ｔで、１４年度が３

２０ｔとなっておりますが、８００ｔを処理できるのはいつごろになるのか、その工程を伺

いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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（酒井室長）まず、一番最初の耐震といいますか断層問題でございますけれども、六ヶ所のサ

イトにおきましては、保安院の時代ですね、耐震の活断層ということで、出戸西方断層とい

うのがございますが、これは六ヶ所の近くにある活断層ということで認定をされておるわけ

でございますが、それ以外には耐震上考慮すべき断層はないということでございます。ただ

し、新しい基準が規制委員会のほうで議論されているという状況でございますので、それが

六ヶ所のサイトにどのような影響を与えるかについては、それが公表された段階で検討して

いきたいと思っております。 

  今のところ、現在の予定では２０１７年に８００ｔを達成する予定にしております。 

（近藤委員長）今の最後の耐震の問題は、バックチェックは済んだのですか─２００７年の

中越の後のバックチェックの要請がありましたよね。 

（酒井室長）はい。それは済ませております。 

（近藤委員長）それは済んだという理解ですね。しかしなお、規制委員会で新しく評価基準を

用意しているので、それに基づいてもう一度仕事をしなきゃならないと。それについては活

断層の同定から始めなきゃならないので、結構時間がかかりますよね、作業としてはですね。 

（酒井室長）そうですね。ちょっとまだどのような基準になるのかわからないのであれですけ

れども、その指針に適合することが必要と考えております。 

（近藤委員長）そういう将来に予定しなければならない活動と今幾つか想定されている規制委

員会の許認可活動、使用前検査等々ですが、それらの時間的関係はどうなるんですか。それ

も規制委員会の決めるところで、あなたに聞いても答えはないのか。 

（酒井室長）まだそういうところの議論まで至っておりませんので、私どもとしてはできるだ

け基準を前広に、自主的に取り入れるということで対応していくと思って、まだ基準がどの

ようなものになるのかがちょっとよくわからないので、今のところ何とも言うことができま

せん。 

（近藤委員長）自分で自分の運命は決められないと、そういう状況なわけですな。 

  それとしかし、もう一つわからないのはこの使用計画の届出規制ですね。経産省は昔から

いわゆる電気事業法の電力の安定供給に係る事業規制の観点から、使用計画の提出を求めて

いたのを行政一貫化の際に原子炉等規制法にこれを押し込んだのですが、これはそういう性

格のものだから、規制委員会の単独所管になった際に、そういう公益事業の事業規制のコン

セプトに基づく規制だとして外すと思っていましたが、残っていましたか。 

（酒井室長）私のほうからは何とも言えません。 
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（近藤委員長）１９９３年の行政手続法で規制には規制基準を明らかにする義務が課せられて

以来、届出を求めるにもそういう説明が必要になっていたはず。勿論、規制行政事務の予見

性は重要ですから、それを確保するために行政事務の見通しを立てるために情報がほしいと

いうことはあると思うですが、よくわからないですね。 

（酒井室長）ちょっとなかなか事業者としては……。 

（近藤委員長）あなたに聞いてもしようがないな。聞く相手を間違えた。わかりました。 

  ただ、そういうものが公表されるとなると、プルトニウム利用計画の公表をお願いする一

環として、再処理工場の運転に関して事前にご報告をお願いしてきている立場からしますと、

行政組織の間で整合性をとるということも必要なのかと思います。とはいっても、これはあ

なた方に言ってもしようがない。ひとり言、無視していただいて結構です。 

  それでは、次の説明をいただきましょうか。 

（小田部長）電気事業連合会の小田と申します。 

  日本原燃から今ほどご説明があったとおり、６ページの今、近藤先生がご指摘ありました

とおり、再処理施設の使用計画というものがございまして、来年度には再処理が始まるとい

う状況を踏まえて、今回、電気事業連合会全体として、プルトニウムの利用についてどのよ

うな状況にあるかというのを、この資料をもってご説明させていただきたいと思います。 

  資料２－２の１枚めくっていただきまして、まず現在の状況でございますが、これは当然

のことですけれども、電気事業者は利用目的のないプルトニウムを持たないという原則のも

と、プルサーマルの早期実現を目指して鋭意取り組んでおります。この結果、これまでに電

源開発の原子力発電所を含めた９基でプルサーマル導入に係る地元了解をいただきまして、

そのうち３基─この３基の中には福島第一原子力発電所３号機は除いておりますが─で

プルサーマルを開始するなど、着実に進展しておるという状況かと思っております。 

  しかしながら、東日本大震災以降、定期検査終了時に再稼動した原子力発電所というのは、

関西電力さんの大飯原子力発電所３・４号機のみということでございまして、そのほかの発

電所は現在停止しているという状況でございます。これらの停止している発電所につきまし

ては、現在、原子力規制委員会において新安全基準の検討が進められているところでありま

して、運転中及び停止中の発電所の新安全基準への適合性の確認方法及びその手続がちょっ

と未定という状況がありますので、現時点では再稼動の見通しが立っていない状況にあると。

一方で、建設中の発電所も今後の工程の見通しがちょっと立っていないというということが

ございます。 
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  そういった中で、３ページでございますが、六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウム

の利用ということをご説明したいと思います。日本原燃さんは、先ほどの日本原燃の資料の

６ページであったとおり、六ヶ所再処理工場の本年１０月の竣工予定を反映した再処理施設

の使用計画を１月に届け出ております。その中で、２０１３年度下期には８０ｔウランの再

処理が計画されておりますので、当然これに伴いましてプルトニウムが回収されるというこ

とが起こります。六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムというのは、現在建設中のＭ

ＯＸ燃料工場でＭＯＸ燃料に加工して利用するということを考えておりまして、このＭＯＸ

燃料工場の竣工予定というのが２０１６年３月ということになりますが、先ほど日本原燃の

ご資料の中でもご説明があったとおり、これらに累積で約７ｔの核分裂性プルトニウムが回

収される見込みでございます。 

  これら六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムにつきましては、利用目的のないプル

トニウムが発生しないよう、これまでと同様に１６～１８基でのプルサーマル導入を目指し

てきておりますが、東日本大震災以降においてもプルサーマルを含む原子燃料サイクルの重

要性というものは変わらないと認識してございまして、原子力規制委員会が策定する新安全

基準を確実に満足するといったことなどによりまして、発電所を着実に再稼動させるという

ことを前提として、立地地域の皆さんの理解を得ました上で、引き続きプルサーマルの導入

の実現を進めてまいりたいということかと思っております。 

  そういった中で、４ページに移らせていただきますが、プルトニウム利用計画の公表とい

うことでございますけれども、プルトニウム利用計画につきましては、参考資料１のほうで、

前回、平成２２年のものを配付いただいていると思いますけれども、２０１０年９月以降、

プルトニウム利用計画の策定／公表というものを見合わせております。そういったことはあ

りますが、電気事業者としてもプルトニウムの利用に係る国内外の理解を得るためには、プ

ルトニウム利用の透明性の向上を図るということは十分認識してございまして、新たなプル

トニウムが回収されるまでにはプルトニウム利用計画を公表する必要があると考えてござい

ます。具体的に申しますと、先ほど日本原燃からご説明がありましたとおり、ことしの１０

月以降に再処理が開始されるということでございますので、再処理工場が竣工いたしまして、

地元等のご理解を得た上で、操業が始まる前にはプルトニウム利用計画の公表を行う必要が

あるということは十分に認識してございます。 

  ただ、今後、信頼性のあるプルトニウム利用計画の策定といったことには、発電所の再稼

動が大前提ということもございまして、現在、原子力規制委員会において検討が進められて
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いる新安全基準などが施行されまして、これは７月施行と聞いてございますが、発電所再稼

動に係る手続、安全対策等が具体的かつ明確になれば、各社、発電所再稼動に向けた工程と

いうのを具体化できるということを考えておりますので、そういったことを踏まえまして、

各社における発電所再稼動時期の見通し及び再処理工場の操業開始時期等を踏まえながら、

新たなプルトニウムの回収が開始されるまでにはプルトニウム利用計画を策定／公表すると

いったことで、電気事業者としては進めていきたいと考えている次第でございます。 

  参考のほうは、２０１２年１２月末時点の各社のプルトニウム所有量を記載させていただ

いてございます。これについては詳細なご説明は控えさせていただきたいと思います。 

  そういったことで、現在の状況を今回ご説明させていただいたわけですけれども、これは

前回のプルトニウム利用計画の公表の後でも電力としてはさせていただいたと思うのですが、

新たなプルトニウムが国内で回収されるという断面では、プルトニウム利用計画の公表とい

うのは必須だと認識してございまして、繰り返しになりますけれども、再処理工場が竣工い

たしまして、操業開始した以降、プルトニウムの回収をする前にはプルトニウム利用計画の

公表をさせていただきたいということで考えてございます。 

  説明は以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  原子力委員会は、我が国におけるプルトニウム利用の基本的考え方におきまして、電気事

業者の皆さんにはプルトニウムの利用計画を、透明性というのが重要という観点から、回収

活動がなされる前にご報告いただくのが望ましいとしてきたわけであります。そのことはア

クティブ試験の開始の段階から実際には行っていただいてきたということでありますが、た

またまと言うべきか、２０１０年９月以降は回収がなかったということで、平成２２年でし

たっけ、２２年のこの見直しの際以降はご報告をいただいていないと、そういう状況になっ

ているわけですね。それは実情としては、国内における回収がなされないということであっ

たから、まあ変わりがないかということで、本来的には利用面が変われば計画が変わるとい

う言い方もあるんですけれども、それもないという理解でよろしいのかと思ってきたわけで

す。 

  先ほどご紹介のように、規制委員会に対してことしは回収する予定ありということのご報

告をなされたとすれば、これは当然にＭＯＸのお話を伺うべきかと思っていたところであり

ますが、きょうはそういうことについて、これをもって計画と言うべきかというと、計画で

はないという理解で、改めて実際に回収される前にはご報告をいただくということで、私ど
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もの考え方を十分にそんたくしてのご発言と。そのことについては敬意を表したいと思いま

す。 

  また、一応年度ごとという表現を、定常的にはそれがよかろうということでそうしたわけ

で、必ず３月３１日までに翌年の分を報告しなきゃならないということでもないわけで、そ

れは皆様の選択であったんですが、きょうは、しかし、そのこともそんたくして、そういう

意味で年度内に翌年度についてのお話を一旦伺えたことは、私としては敬意を表したいと思

います。引き続き、きょうお話しされたところを踏まえて、適切な対応をしていただけるこ

とを期待したいと。 

  私からは以上です。代理から何か。 

（鈴木委員長代理）どうもご説明ありがとうございました。今、近藤委員長からありましたけ

れども、原子力委員会の基本的考え方という趣旨をよくご理解いただいて、今回、難しい状

況の中でご説明いただいたことについては感謝申し上げます。 

  実はこの問題、六ヶ所の再処理稼動とプルトニウム利用の関係については、ご存じのとお

り、昨年の原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会で重要な課題ということで全員

からご指摘を受けまして、私としてはそのときの議論をもとに、これを無駄にしない意味も

含めて、私の個人的見解ですけれども、３点提案させていただきたいと思います。 

  まず第１に、供給ありきという考え方からの転換です。今回も、今ちょっと議論になりま

したが、再処理の計画がまず出されて、そこから供給されるプルトニウムをどこで使うかと。

そういう順序でつくられていると思われます。これでいきますと、どうしても供給量が先に

あって、それに需要量が追いつかないということが多く起こるわけです。その結果、在庫量

が増加してしまうと。そういうことを考えますと、今後は利用目的のないプルトニウムを持

たないということだけでは多分十分ではなくて、利用の見通しを明確にし、その見通しの上

で再処理をするという方向で検討していただきたいと思います。これをまず厳守することに

よって、再処理量というのが必要な量のみに限定されることになります。国民負担も減少す

ることは、検討小委の試算でも明らかになっております。 

  ただ、この考え方を実現しようとすると、その条件として、使用済燃料の貯蔵の拡大が不

可欠であります。原子力委員会でも、将来の不確実性に対応するために貯蔵容量を増強する

取組が重要であるということは昨年６月２１日に決定しておりますが、これは事業者も政府

もより努力をしていただきたいと。特に安全とされている乾式貯蔵を含む使用済燃料貯蔵の

確保、これが最大の課題であると考えています。これがないと今のようなことができないの
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ではないかと考えます。 

  第２番目は、在庫量の削減ですね。「そもそも利用目的のないプルトニウムは所有しな

い」というこの基本的考え方は、もとは余剰プルトニウムを持たないというもとの政策だっ

たわけです。しかし、現実には、ご存じのとおり、プルトニウム利用がおくれた結果、在庫

量は国内で約９ｔ、海外に３５ｔ、４４ｔにまでなっていると。これは２０１１年末現在で

すね。この今の利用の考え方というのは、先ほど説明がありましたが、透明性向上という意

味では大変国際的にも評価されていると私は思いますが、実際に在庫量がこれだけふえてい

きますと、核セキュリティーや核拡散問題が深刻化している今では、やはり今後は在庫量の

削減につながるような考え方に変えていく必要があると考えます。したがって、在庫量の削

減を目標にした計画にしていただきたい。事実、検討小委でも、シナリオの評価のところで、

どの燃料サイクルオプションを採用するにしても、プルトニウム在庫量を削減することが重

要であると全委員から指摘されております。 

  ３番目は、柔軟な利用計画ということの考え方です。現在でもプルトニウム利用計画の中

心は、先ほどもご説明ありましたが、１６基～１８基の既存の軽水炉でプルサーマルとして

利用するということになっております。ただ、福島事故以降の現在の状況を考えますと、こ

れが実現するかどうかは非常に不透明であると考えますと、この１６基～１８基のプルサー

マルに固執をすることなく、柔軟に考えていただきたいと。プルトニウム利用の選択肢を広

げていただきたいと思います。 

  例えば、これまでも各電力がそれぞれの原子炉でプルトニウムを使うということを原則と

していますが、それにこだわることはなく、既に各電力社間で譲渡されているということも

ありますので、各社でやるという必ずしも原則にこだわらずに、電力各社さんで譲渡するな

どして、柔軟に考えていただきたい。それから、前回、昨年末にイギリスの廃止措置機関が

発表したみずからの処分計画ですね、イギリスの。英国にある国外プルトニウム所有権移転

というアイデアも出ておりますが、このようないろんな選択肢を考えていただきたい。 

  その際、重要な原則として３つほど挙げたいんですが、まずは、当然ですが、国民負担を

できるだけ少なくするよう、コストを最小にしていただきたい。それから、核セキュリティ

ーリスクを考えると、それも最小化していただきたい。そのためには、輸送とかプルトニウ

ムを使う施設数をできるだけ少なくすると。それから最後に、できるだけ早く削減を進めて

いくために、削減量の最大化ということを検討していただきたいと思います。 

  以上、３点、私から個人的見解として提案させていただきました。電気事業者に今お願い
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したことですが、実はこれは本来なら国の施策としてもやはり検討していかなきゃならない

問題だと私は考えておりまして、今後は検討小委の議論をむだにすることのないように、や

はり原子力委員会としても早急に有識者、専門家の方々を、公開の場でご意見をいただいて、

プルトニウム利用問題についても見解をまとめていきたいと私は考えています。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。どうぞ。 

（小田部長）委員長代理のご指摘を十分しんしゃくしないといけないというところは、事業者

もある程度は認識してございまして、いずれにしても、現在の計画として１６～１８基を目

指すというところについては、これは基本路線として今後もやっていきたいと考えてござい

ます。ご指摘のとおり、先ほどの日本原燃のご説明の資料の中にもありましたが、当然、我

が国は利用目的のないプルトニウムを持たないというところは十分認識してございまして、

六ヶ所再処理工場の中で保有すべきプルトニウムの量の上限についても、先ほどご説明があ

ったとおり、６０ｔ相当のプルトニウム、核分裂性プルトニウムは２０ｔという制限は当然

かかってございますので、当然それが超えることのないよう、あるいはそれがどんどん減っ

ていくようにプルトニウム利用計画というのを決めていくというのは大前提と認識してござ

いまして、そういった延長の中で今現在は１６～１８基を目指していくというスタンスには

変わりがないということだと思います。 

  一方で、プルトニウム譲渡のお話もございましたとおり、例えば電源開発の大間発電所な

ども、基本的には電力のプルトニウムを譲渡しているというスキームがございますので、そ

ういった点も含めて、今後いろいろな局面でいろいろなことを検討していかないという部分

が出てくるかとは思いますが、とりあえずは、繰り返しになりますけれども、１６～１８基

を目指していきたいと考えてございます。 

（近藤委員長）わかりました。鈴木委員の提案は非常に大事な提案だと思いますけれども、も

ともとコンセプトとしては、こうした問題については透明性の確保─透明性の確保で何が

いいのかという議論はあるんですけれども、しかし、透明性の確保というのはさまざまな疑

念を呼ばないということでとても大事なことだということで、これは恐らくいろいろな混乱

の局面でも大事なことだと思うんです。一方で、計画的なあり方論の議論は、やっぱりこん

な不確実性の大きいところではなかなか難しいわけです。ですから、不確実性が大きいとこ

ろでは計画を決めていいかという問題があって、そこは決められるとしてもさまざまな選択

肢を議論して、比較・評価をしてどれが選べるかということを、混乱の収束を見ながら考え
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るという手続がどうしても必要になるので、そこのところで早急に何か新しい計画をフィッ

クスするというアクションはなかなかとりがたいと思っています。 

  ですから、ご提案が原則のご提案であるとすれば、それは非常に重要なので、それを原則

にすべきかどうかについて十分議論したら、それは大切なことだと思いますので、検討をし

たいと思いますが、計画云々のことについては、もともと─ちょっと外れますけれども

─１６～１８基もある種の計画性が、ある種の期間におけるプルトニウム処理の合理性の

観点から決まったものですよね。ある前提条件があるわけで、電力が今１６～１８基に引き

続きメンテしたいというお心持ちも、ある種の前提がおありにあるに違いないと思うわけで

すけれども、それ自体、あるいは今のような局面であれば、不確実性があるに相違ないわけ

であって、ですから、私はそこのところも含めて、鈴木委員の提言した原則に照らして、そ

こもある意味では揺らいでも不思議ではないと思って。多分、おっしゃったのは、提案の中

ではそれは揺らぐようなこともおっしゃったように私は思うんですけれども。 

  ですから、その辺の不易と流行の不易の部分の原則の話と、それから、かくあるべしとい

うあらまほしき姿についての計画的なところについては、少し議論の着陸地点ですね、タイ

ミングについては少しくよく考えてと思っているところであります。そんなことでよろしゅ

うございますか。 

  秋庭委員。 

（秋庭委員）私も実はそこのところを伺いたいと思いましたが、今、委員長から不確実性が大

きいところでは混乱の収束を見ながらというように、すでにお答えをいただいたような気が

します。やはり現実に２基しか動いていなくて、今後、再稼動が重要なことになってまいり

ますが、なかなかそれに引き続きプルサーマル導入まで立地地域の方々のご理解を得るのは

本当に難しいことだと思っておりますので、このことをどうやって取り組んでいくのか、ぜ

ひ伺いたいと思いましたが、それはやっぱり不確実性のあることなので、一生懸命やると言

うしかないのだろうなと思いました。 

（小田部長）やはり事業者としては、現在の段階では再稼動という一つの大きな目的がありま

して、再稼動に関する規制委員会側の基準というのも一つはあるのですけれども、それ以降

の地元のご理解というのも当然ありますし、プルサーマル計画についても、再稼動以降につ

いてやはり地元理解を得ながら進めていかないといけないということは十分認識しておりま

して、そういった中でも、利用目的のないプルトニウムは持たないという大原則は、当然の

こと、繰り返しになりますが、あるという前提のもとで、従前の計画であった１６～１８基
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というのは非常に重たいものだと認識しておりますから、地元の理解を得ながら進めていき

たいとは十分考えてございます。 

（近藤委員長）さまざまなことについての原則が、見直すべき安全基準というものすら、ある

意味では原則の原則なわけですけれども、それすら見直されているという状況ですから、ど

こによって立って物事を議論するかというのは大変難しい局面であるということで、そうい

う場合に拙速に物を決めちゃいかんということは申し上げるつもりですけれども。さりとて

一方で、国民の皆さんは知りたい、知る権利があるということだろうと思いますけれども、

その中でどうやって未来を共有していけるかというのは大変難しいことだと思います。しか

し、その努力だけはする責任があるということを、原子力委員会も思っていますし、また、

皆さんも当然のことながら第一義的な責任者としてお持ちだと思います。引き続きご尽力を

お願いしたいと思います。 

  本件、これで終わります。よろしいですか。 

  ありがとうございました。 

  次の議題。 

（板倉参事官）近藤委員長が３月３日から３月８日の日程でフランスへ出張されました。その

概要につきまして近藤委員長よりご報告をお願いいたします。 

（近藤委員長）お手元資料３でありますが、だらだらと書いてありますので、中身はそれを読

んでいただければと思いますけれども、かいつまんで申し上げますと、３日から８日までの

出張で、要務はＩＡＥＡ主催の高速炉システム国際会議（ＦＲ１３）に出席し、我が国の当

面する課題といいますか、高速増殖炉の研究開発戦略等についてご紹介をし、関係者と意見

交換をするということでございました。 

  このＦＲ１３は割と人気というか規模も大きくて、３４カ国７００人、研究発表が全部で

５００件を超えるということで、どうしてかと考えたんですけれども、世界で現在動いてい

る高速炉というのは極めて限られているわけですけれども、建設中のものがあること、それ

から今後に向けてさまざまな計画が議論され始めているということがあって、そうしたこと

に関連しての研究発表の場が必要であったということなのかと思ったところであります。 

  それで、２ページにまいりまして、会議の冒頭、ＣＥＡのビゴー長官が一般的な見解とい

うことで世界の原子力界を総括し、フランスの抱えている課題等について説明したわけです

が、ご承知のヨーロッパの２０が３つ並ぶ２０％、２０％、２０％というその案を超えて、

フランスとしては２０５０年には再生可能エネルギーと原子力のみに依存した社会を目指す
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んだということを言っておりまして、そのためにというべきか、ことし、２つの国民的討議

が行われると。一つは地層処分のプロジェクト、これはサイトの確定ということになるんだ

ろうと思いますけれども、そのための国民的討議と、それからエネルギー転換に関する国民

的討議が行われるというか、もう既に開始されているというところでございますということ

で、その中で、討議に付されるアイデアが、最大の節約と電化による化石燃料節約と供給多

様化による化石燃料削減という、どこがどう違うのか、なかなか理解が難しいんですけれど

も、いずれにしても原子力と再生可能エネルギーの重要性が議論されるに違いないという感

じの案が議論されるということのようであります。 

  私は日本の置かれている状況について、福島でなお事故の結果として１６万人以上の方が

ふるさとを離れているという状況にある中で、早期にご帰還いただけるように取り組むこと

と、そしてまた、さまざまな風評被害等の難しい問題を抱えている中で、これまでご協力い

ただいたことに感謝しつつ、しかし、そうしたある種理不尽な状況についての改善について

のご理解をいただきたいということをやや率直に申し上げました。 

  それで、高速炉については、いわゆるＦａＣＴというプロジェクトが３．１１以後、中断

していて、今後の取組については、安全とかそれから廃棄物の削減とかそれからあるいは国

際社会との協働とか、そういう観点でのプログラムのあり方についての検討をしている最中

であるということをご紹介申し上げたということでございます。 

  会の主たる印象としましては、そこの３ページの真ん中にちょっと書いておきましたけれ

ども、これだけにいたしますが、従来、第４世代の国際フォーラムの中で、将来の原子炉に

望まれる性格として、廃棄物に関する削減ですね、量と毒性の削減ということが非常に重要

なテーマであったんですが、これは目標として掲げてきたんですが、一応そのためのさまざ

まな試行錯誤と申しましょうか、アイデアの交換が終わって、このぐらいのところでいこう

かという、具体的な取組の議論が始まったという印象を持ちました。すなわち、第４世代の

取組が第一段階を終えて第二段階に入るということなのかと。 

  それで２つのポイント、一つはそこで、福島の影響もありますけれども、安全設計の考え

方についてよりパッシブと申しましょうか、固有の安全性を高めた原子炉のあり方が将来の

原子炉の姿ではないかという議論。これは私どもが去年、京都の国際会議の段階で提案した

ことですけれども、それが現実に基準として整理されるような取組が始まったということが

印象的でありました。 

  それから、２つ目の廃棄物の問題については、いろいろ理想的なすべての放射性廃棄物の
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消滅ということを目指さんばかりの、加速器による消滅の議論もなお引き続き語られてはい

るし、設計もなされているわけでありますが、同時に具体的な、大きな再処理工場を使って

ということになりますと、具体的には最も効果的で効率的なということであれば、とりあえ

ずアメリとか熱を取るということでも、その主たるねらいである処分場面積を削減するとい

う─処分場の面積も、学術会議の皆さんからはいわゆる操業制限とかということまでおっ

しゃられたわけでありますが、こうした技術を使って、大幅に処分場の面積を削減するとい

うことを将来の目標に掲げることをあるべしと。これについては従来経済性の観点からどう

かという議論が多かったんですけれども、学術会議のレポートの反映ではありませんが、社

会的利益は経済性のみではかれるものではないという、そういう議論、そういうコンテクス

トでこの問題が語られたということは、ある種、新鮮な感じがいたしました。 

  ただ、処分場の面積の議論というのは原子力委員会でも何回も議論していまして、根拠を

どう選ぶかによってその数字は大幅に変わるので、ここでも結構小さな、５％になるという

ことで、ちょっと言い過ぎじゃないかと私は思って、これはクエスチョンマークが書いてあ

りますが、それはそういう意味で、状況によって、冷却期間をどうとるかによって大いに変

わる数字ですので、そこのところは十分認識しつつ、しかし、そういう社会的なある種の技

術界における合意が成立しつつあるという、それが非常に大きなポイントで、大事なイベン

トであったのかなという思いをしたところであります。 

  以上が会議の主たる印象でございまして、あと、関係者との懇談という意味では、米国代

表あるいはその他のＯＥＣＤ、エチャバリさんとか、いつもながらでありますけれども、こ

ういう機会を利用して当面する課題について意見交換をしたということでございます。 

  報告は以上でございます。何か質問あれば。 

（鈴木委員長代理）高速炉の会議でも焦点が廃棄物のほうに移っているという、増殖ではなく

てそちらのほうへ移っているという、そういうことですか。中国、インドは相変わらず増殖

を目指しているということですか。 

（近藤委員長）ご質問に答えるのに、５ページの中国のところをちょっと見ていただきますと、

彼らの表現ぶりをかりますと、２０５０年で大体４億キロワットの原子力発電が欲しいねと

いうことは言っている。これはとても多いんですがね。これは本当かどうかわかりませんけ

れども。この規模の原子力発電を運営するにはウランの確保が難しいとすれば、増殖比の大

きな高速炉を入れなきゃならない。それから、ウランが確保できるとしても、廃棄物を減容

するという観点から、ある程度高速炉があったほうがいいと。ですから、高速炉について両
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方の目的があって、中国とかインドはやはり資源制約がきつくなることを考え、エネルギー

セキュリティーの観点から、その観点での引き続き高い増殖比を求めて、金属燃料を志向す

るところがあると。 

  しかし一方で、廃棄物管理ということにも目が向き始めたと。やっぱり同じように、少し

ずつ時間おくれがあるんですけれども、今、大気汚染で苦しんでいるのと同じような問題意

識で、この廃棄物ということに関しても、中国もインドも言及をし始めたというところはあ

りまして、そういう意味でトランジションかなと思います。 

（鈴木委員長代理）もう一つは、高速炉の固有の安全特性の話ですが、どうしてもボイド係数

のことを考えると、小型炉を志向するのではないかという、その方向の議論はどうでしょう。 

（近藤委員長）ご承知のように、米国は一貫してと言うべきか、高速炉については小型炉とい

うのが彼らの基本的な立場だと思いますね。 

  それから、今回の目玉は、フランスが、これはもう我々も長く議論したことですけれども、

やはりボイド係数は負にするしかいかんということで、ＡＳＴＲＩＤについてはサンドイッ

チ型といいますか、真ん中にブランケットゾーンを入れて、こうするとリーケージがふえま

すからボイド係数は正にならないんですけれども、さらにアッパープレナム、ソディウムプ

レナムのゾーンを少し形変えまして、真ん中だけプレナムを入れるという格好にすると、ほ

とんどネガティブにできると。ゼロにできるということがわかったと。特許を取ったんだと

言っていますけれども、それを専ら宣伝しています。ですから、ＡＳＴＲＩＤだからできる

んで、したがってＡＳＴＲＩＤぐらいのサイズをもって標準化する可能性もゼロじゃないな

と思います。 

  一方で、日本はボイド係数が正でも、何か起これば溶けた燃料がちゃんと炉心の下に流れ

てしまうという、事故が起こっても大丈夫という、事後処理のスキームで日本のはイノベー

ティブなアイデアを提案しているんですけれども。それから、事前にとにかくボイド係数は

負にするんだという、そういう２つの選択肢が、いずれにしても、安全性について固有の仕

組みでもって対応していこうということになってきたということは事実だろうと思うんです。

どっちがいいかはまだわかりませんけれども。 

  あるいはもう一つは、鉛冷却というのはロシアも非常に悩んでいまして、ナトリウム冷却

で１，２００メガワットのＢＮ－１２００までやろうとしているんですけれども、一方で、

そもそもそういうのは古いコンセプトだと言って、鉛冷却で、小型でボイド係数の心配がな

いような原子炉、高速炉をねらうべきだという、両派が争っているという、そういう状況で
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ありますので、まだ決着したというわけではないと思いますけれども、特に福島事故の影響

もあって、この安全問題については、安全で優位性がないと将来生き残れないという問題意

識は非常に強く出てきたと思います。 

  ほかによろしいですか。何か。 

（秋庭委員）特にありませんが、最後のロシアのところを拝見させていただいて、ロシアもや

はり使用済燃料の蓄積が大きな課題となっており、原子力はオプションであって、必須とい

う扱いはされないであろうということが書いてありました。やはり使用済燃料のことがどこ

の国においても、ロシアも例外じゃなく、頭を痛めている問題だということを痛感いたしま

した。 

（近藤委員長）そうですね。この方は余り英語もしゃべれない方なので、なかなか議論が難し

かったんですけれども、特にｎａｔｕｒａｌ ｓａｆｅｔｙ ｃｒｉｔｅｒｉａと、どうし

てそういう表現に、英語にするとそうなるというんですけれども、どうしてそういう表現な

のかわからないんですけれども、非常に廃棄物の管理の観点での制約条件をきつくしないと

原子力が市民権を得られないということを強調して、その方向での研究開発を進めるべしと

いうことを強調して、極めて印象的でした。 

  それでは、よろしゅうございますか。 

  では、その他議題、何かありますか。 

（板倉参事官）資料第４号につきましては、ご意見・ご質問コーナーに寄せられたご意見・ご

質問のうち、平成２５年２月２８日から３月１３日までにお寄せいただいたご意見・ご質問

を整理してまとめたものです。今回このように整理いたしましたので、原子力委員会のホー

ムページで公開します。 

（近藤委員長）どうぞ。 

（板倉参事官）次回の議題としましては、国際関係に関する有識者との意見交換を予定してお

りますが、説明者の都合によりまして、次回の第１２回原子力委員会につきましては、４月

３日水曜日、１５時から、場所は中央合同庁舎４号館１階供用１２３会議室、この部屋で開

催いたします。 

  なお、原子力委員会では、毎月、最初の会議終了後に関係者の方々との定例の懇談会を開

催しております。次回、４月３日は４月最初の回に当たりますので、会議終了後に原子力委

員長室にてプレス懇談会を開催したいと考えておりますので、プレス関係者の方におかれま

してはご参加いただければ幸いです。 



－28－ 

  事務局からは以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  何か先生方のほうで。よろしいですか。 

  ４月３日は３時からですか。ちょっと遅くなる可能性がありますが。 

  それじゃ、これで終わります。 

  どうもありがとうございました。 

－了－ 


